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本稿では、福井県庁が出版している福井県産業連関表の分析を行う。特に平成12年版産業連

関表の「雇用表」を活用した分析を実施した。雇用表に焦点を当てる理由は、雇用表に示され

た「産業別１人当たり付加価値額」が経済の生産性を評価するうえで、非常に重要な指標だか

らである。そこで、福井県産業連関表と、経済産業省が作成している全国産業連関表の比較分

析を実施して、福井県の「電力・ガス・熱供給業」の特徴を浮き上がらせた。その結果を述べ

ると、福井県全産業の「１人当たり付加価値額」は722万円で全国平均より６.５％低い（全国

平均は７72万円）。しかし「電力・ガス・熱供給業」では、福井県産業連関表では「１人当たり

付加価値額」は１億4,700万円で全国平均の５.６倍（全国平均は2,600万円）の規模であり、福

井県経済にとって「電力・ガス・熱供給業」は大きな貢献をしていることが浮き彫りになった。

キーワード：福井県産業連関表、雇用表、1人当たり付加価値額（産業別）、

電力・ガス・熱供給業
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はじめに

本稿では、福井県庁が出版している福井県

産業連関表の分析を行う。特に平成12年版

産業連関表の「雇用表」を活用した分析を実

施した。

雇用表に焦点を当てる理由の第一は、雇用

表に示された「産業別１人当たり付加価値額」

が経済の生産性を評価するうえで、非常に重

要な指標だからである。理由の第二は、産業

連関表を作成することそのものが、多大な作

業量を要する大変な作業であるが、福井県産

業連関表には掲載されている雇用表は、産業

関係のデータとは別の労働統計から作成しな

ければならないので、産業連関表は作ったが

＊福井県立大学経済学部
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雇用表は作っていないというケースが多い

（例えば、石川県の産業連関表）。また、経済

産業省が作成している日本全体の産業連関表

でも雇用表が掲載されていない。本稿では、

福井県と日本全体の産業連関表（雇用表）の

比較分析を実施するため、日本の産業連関表

を作成している経済産業省に問い合わせたと

ころ、雇用表は作ってあるが公表した産業連

関表には掲載していないとのことであった。

そのため、経済産業省担当者から雇用表の原

票を送付してもらって、福井県産業連関表の

32部門分類と同等の分類に分けて再集計を

した。これらの点から、福井県産業連関表は、

大変貴重な資料であることがわかる。

この研究は、本来は福井県立大学「学長裁

量枠研究」として申請して、研究費を交付し

ていただき、研究を開始したものである。特に

原子力発電事業が福井県経済に与える影響を

把握することを狙いとしていた。その考え方は、

福井県経済の利益（付加価値額）は以下の関

係式から分析できる、という考え方である。

V（付加価値額）＝　F（L（労働投入

量：原子力発電所従業員）＊α、K（資本投

入量：原子力発電所機械設備）＊β、KK

（建設資本投入量：原子力発電所建築物設備）

＊γ、RD（原子力発電所研究開発投資金額）

＊δ））

電力会社の資料から、複数の電力発電所、

原子力発電所の「従業員数」「機械設備資本

残高」「建設設備資本残高」「研究開発費」の

データを抽出し、クロスセクション回帰分析を

実施して、α、β、γ、δの値（パラメータ）

を推定する、という作業ステップを想定してい

た。しかし、電力会社の資料から、複数の電

力発電所、原子力発電所の「従業員数」「機

械設備資本残高」「建設設備資本残高」「研究

開発費」のデータを抽出するのは難しいという

ことが分かった。そこで、福井県産業連関表

と、経済産業省が作成している全国産業連関

表の比較分析を実施して、福井県の「電力・

ガス・熱供給業」の特徴を浮き上がらせた。

結論を先取りして簡単に述べると、福井県

経済にとって「電力・ガス・熱供給業」は大

きな貢献をしていることが浮き彫りになった。
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Ⅰ．産業連関表からみた福井県経済の構造

「産業連関表からみた福井県経済の構造」

については、詳細は福井県総務部政策統計

室発行の福井県産業連関表に記述されてい

る。ここでは、第Ⅰ章としてそれらの中の

要点を整理してみた。

１．県内生産額の推移

平成12年の県内生産額は６兆3,927億円で

あり、平成７年に比べて1.1％の増加である。

また、全国の国内生産額は958兆8,865億円

で本県の割合は0.67％であり、平成７年と

同率となっている。

図表１　県内生産額の推移

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」

図表２　各産業の構成比の推移

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」

２．県内生産額の構成と伸び

県内生産額の産業構成をみると、「第３次

産業」の割合が平成７年に比べて1.8ポイン

ト上昇し、43.3％となり、サービス化が進

展している。

産業別にみると、高い順に「電力・ガ

ス・熱供給」が12.3％、「建設」が10.1％、

「電気機械」が7.9％となっている。
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３．投入構造

県内生産額に占める「中間投入率」は

43.9％、「粗付加価値率」は56.1％であり、

平成７年と比較すると、「粗付加価値率」が

2.8ポイントの増加となり、高付加価値化が

進展している。

図表３　全国と福井県の構成比

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」

図表４　中間投入率と粗付加価値率の推移

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」
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４．粗付加価値額

粗付加価値額は３兆5,864億円で、そのう

ち、「雇用者所得」が全体の46.8％を占めた。

図表５で見られるように、福井県は全国に

比べて雇用者所得の構成比が低い。これは

福井県の賃金が低すぎるのか？企業の営業

余剰が高すぎるのか？どちらなのであろう

か。構成比の格差の比率は88 . 7％（＝

46.8％/53.1％）である。一方後述するが、

福井県の従業者１人当たりの付加価値額は

722万円、全国は772万円である。この格差

は93.5％（＝722/772）であるので、福井

県の従業者の賃金格差は88.7％と考えるよ

り93～94％程度と考えていいだろう（それ

でも全国平均より低いのだが）。

図表５　粗付加価値額の構成比の推移

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」

５．最終需要

最終需要は５兆9,030億円で、内訳をみる

と「移輸出」が43.8％を占めている。

平成７年からの伸びは最終需要が3.6％の

増加で、うち「一般政府消費支出」は

53.6％増、「移輸出」が15.0％増加となった。

図表６　最終需要の構成比の推移

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」
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６．移輪出と移輸入

移輸出の総額は２兆5,876億円、移輸入の

総額は２兆3,167億円で、県際収支は2,709

億円の移輸出超過となった。

産業別で移輸出超過額が最も大きいのは

平成７年と同じく「電力・ガス・熱供給」

であり、次いで本県地場産業の「繊維製品」、

IT需要拡大が寄与した「電気機械」の順と

なっている。

図表７　産業別移輸出入と県際収支

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」
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７．生産波及の大きさ（影響力係数）

１単位あたりの最終需要に対する生産波

及の大きさは、全産業平均で1.320459倍と

なり、平成７年の1.320480倍と比べてわず

かながら低下している。

産業別では、携帯電話やインターネット

の普及により「通信・放送」の生産波及が

上昇している。

図表８　生産波及効果

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」
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Ⅱ．福井県産業連関表＜雇用表＞の概要

福井県産業連関表（雇用表）は以下の通

りである。

この雇用表から何がわかるか、何を知り

たいのかの意図を、最初に示しておこう。

従業者１人あたりの粗付加価値額は合計欄

で722万円である。これはどういう意味を持つ

図表９　福井県産業連関表（及び雇用表）

出所：福井県「平成12年福井県産業連関表」

のか？経済学で付加価値は労働分配（雇用者

所得）と資本分配（営業利益（連関表では営

業余剰）プラス原価償却（連関表では資本減

耗引当））に分けられることが明らかになって

いる。また、労働分配率は産業平均では60％

～70％であり、労使賃金交渉の場で労働分配

率を何％にするかが争われる。仮に70％とす

ると労働分配は505万円である。

このことは、福井県でサラリーマンとし

て働いている人の年間収入は、500万円程度

であることを意味する。本来、産業連関表

は産業間の投入と産出を現した表であり、

産業分析、経済政策にとっては有効な活用

ができる資料である。そのため、この資料

からは、企業、企業従業員にとって役に立

つ指標は何もないと思われがちだが、従業

者１人あたりの粗付加価値額などの指標を

作成すれば、自分の属する企業・産業の平

均付加価値額はどの程度なのか、他の企

業・産業と比べて高いのか、低いのかなど、

企業従業員の身近な指標が作成できるので

ある。
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図表10は、福井県産業連関表（雇用表）

の「従業者１人当たりの生産額」を示して

いる。

合計（平均値）の1,400万円を上回り、

2,000万円を超えている産業は、第三次産業

では電力・ガス・熱供給業が圧倒的に高く2

億円となっている、これは産業別移輸出入

のところで見たように、福井県発電所から

他府県へ電力を売電していることに依存し

ている。その他では不動産業の「従業者１

人当たりの生産額」が１億円と高くなって

いるが、不動産業の場合には、他府県への

移輸出入は発生しないから、県内取引で高

い生産額（販売額）が行われていると解釈

できる。

その他の業界で、「従業者１人当たりの生

産額」が合計（平均値）の1,400万円を上回

り、2,000万円を超えている産業は、製造業

が多い（化学製品、石油・石炭製品、窯

業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、一般機械、

電気機械、輸送機械など）。製造業の場合、

製品生産は人に依存するよりも設備機械依

存で生産されるため、従業者１人当りの生

産額は平均を大きく上回る傾向がある。む

しろ福井県の特産品といわれている繊維製

品が低い値になっているのは何故か？など

が、分析検討材料であろう。非製造業では、

通信・放送が3,100万円と高い。これは、通

信・放送は非製造業とはいいながら、設備

依存型の産業であること、地元の福井放送

が経営的に良いパフォーマンスを示してい

ることなどが理由として考えられる。

図表10 従業者１人当たりの生産額（福井県）

Ⅲ．従業者１人当たりの生産額について
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図表11は「従業者１人当たりの付加価値

額（福井県）」を示したものである。

合計額（平均値）の値は、722万円である。

合計（平均値）の722万円を上回り、2,000

万円を超えている産業は、第三次産業では

電力・ガス・熱供給業が圧倒的に高く１億

4,000万円となっている、これは産業別移輸

出入のところで見たように、福井県発電所

から他府県へ電力を売電しているためであ

る。その他では不動産業の「従業者１人当

たりの付加価値額（福井県）」が9,000万円

と高くなっているが、不動産業の場合には、

他府県への移輸出入は発生しないから、県

内取引で高い付加価値額を確保していると

解釈できる。

「従業者１人当たりの生産額（福井県）」

と異なり、「従業者１人当たりの付加価値額

（福井県）」平均値を上回っているのは、製

造業系では鉱業、化学製品、石油・石炭製

品、窯業・土石製品、非鉄金属製品、電気

機械、輸送機械製品である。非製造業系で

は、電力・ガス・熱供給、不動産の他には、

水道・廃棄物処理、金融・保険、通信・放

送、公務などである。これらの産業の付加

価値額が平均値を上回っている理由は、こ

れらの産業に関連した経営パフォーマンス

の良い企業が、福井県に多く存在している

と考えられる。

例えば、鉱業の付加価値では、県産品ゼ

オライトの付加価値が貢献していると考え

られる。化学製品の付加価値額が高いのは、

前田工繊などの樹脂系部品の優良企業が多

いことが貢献していると考えられる。

窯業・土石製品の付加価値が高いのは、

図表11 従業者１人当たりの付加価値額（福井県）

Ⅳ．従業者１人当たりの付加価値額について
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福井窯業、ミルコンなどの企業の経営パフ

ォーマンスが良いと考えられる。

非鉄金属の付加価値が高いのは、古河ア

ルミ（坂井市）のアルミ圧延製品の生産が

貢献している。

電気機械の付加価値が高いのは、セーレ

ンの電子部品、田中化学の世界一のニッケ

ル水素電池正極部品などの付加価値が貢献

している。

輸送機械ではアイシンAW（越前市）のト

ルクコンバーターの付加価値が貢献してい

ると考えられる。

水道・廃棄物処理の付加価値が高いのは、

福井県は廃棄物処理公社を設立しており、

この公社の経営パフォーマンスが良いと考

えられる。

金融・保険は一般的に付加価値額平均値

より、付加価値額が高い傾向である。

通信・放送の付加価値額が高いのは、福

井放送の経営パフォーマンスが良いことを

示している。

また、公務の従業者１人当たりの付加価

値額は、平均よりもかなり高く1,031万円で

ある。福井県の公務員の給料は一般企業平

均よりかなり高いことを示している。

以上より全体を纏めると、第一に、福井

県庁産業労働部は、「「実は福井」の技」と

いう資料を作成して、さまざまな企業の

「オンリーワン技術」「世界ナンバーワン技

術」を紹介している。産業連関分析の「従

業者１人当たりの付加価値額」の指標と

「「実は福井」の技」という資料をつき合わ

せて見ていくと、産業と企業が結び付けら

れる可能性がある。

第二に、企業に勤務する人は「産業連関

表」「産業連関分析」には普通は関心を持た

ない。数百社・数千社の企業の集合体であ

る産業で語られては、自社、自分との関連

が見えないため関心がわかないのである。

しかし、従業者１人当たりの付加価値額ま

で降りてくると、企業と企業従業者との関

連を検討するキッカケとなるのである。

福井県産業連関表雇用表での、「従業者１

人当たりの生産額」「従業者１人当たりの付

加価値額」の産業間比較は以上で終了して、

次に全国産業連関表・雇用表との比較分析

を進めよう。
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上記図表12の右側第二列、右側第一列を

見ると、興味ある事実が浮かび上がってく

る。

右側第二列は、産業別従業者１人当たり

の生産額で、福井県の金額から全国の金額

を引き算した数値である。この数字がマイ

ナスとなっている産業は、福井県の金額が

全国の金額より低い産業を示している。一

見して明らかなようにプラスになっている

産業、すなわち福井県の金額が全国より大

きい産業は32産業のうち、わずか10産業し

かない。つまり、福井県は産業の生産規模

が小さい産業が多い、ことを示している。

ところが、右側第一列の欄（従業者１人

当たりの付加価値金額で福井県から全国を

引き算したもの）をみると、マイナスの産

業が減り、プラスの産業が増えて、32産業

中17産業がプラスで、福井県産業の50％以

図表12 従業者１人当たりの生産額及び付加価値額（福井県対比全国）

Ⅴ．福井県産業連関表雇用表と全国産業連関表雇用表の比較分析
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上で、福井県の産業別従業者１人当たりの

付加価値額が全国よりも大きいことを示し

ている。つまり福井県の産業は、生産額規

模ベースでは全国に劣るが、付加価値額ベ

ースでは全国を上回る産業が多いことを示

している。

それを産業別に見ていくと、まず生産額

ベースではマイナス（全国より小さい）で

あるが、付加価値額ベースではプラスの産

業は、１．農林水産業、２．パルプ・紙・

木製品産業、３．化学製品、４．鉄鋼、５．

水道・廃棄物処理、６．金融・保険、７．

運輸、８教育・研究、９．対事業所サービ

ス、などの９産業であった。逆に、生産規

模ベースでは全国を上回っていたが、付加

価値額ベースでは全国を下回った産業は１

産業のみで、それは電気機械産業であった。

この辺の事情をもっと詳しく見ていくた

めには、産業の分析と関連付けた企業の分

析が必要になってくるが、そのためには丹

念な企業実態調査が必要であろう。
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